


















－　 は じ め に　
監査基 準 は ，監 査実 務 の中 に慣習 とし て発達 した も ののな か か ら，一 般 に
公 正妥当 と認 め ら れた と ころを帰 納要 約し た原 則 であ っ て， 職業 的 監査人 は ，
財務諸表 の監 査を 行 うに当 り，法 令 に よって 強 制 され な くと 乱 常 に これを
遵守し なけ れば な らない も ので あ る。我 国 の監査 基準 は昭和25 年7 月経 済安
定 本部 企業 会 計審 議 会 の中 間報告 として公表 され て以 来 現在 の よ うな監 査基
準へ と展 開 され て きた の であ る。 当時 ，我 国 の監 査基 準設 定 の参考 に された
のが ， アメ リカ会 計士 協 会 （American Institute of Accountants, AIA 後のAmerican
Institute of Certified Public Accountants, AICPA ） に よる監査 基準
(general accepted auditing standards ）であ った。 ア メ リカ におけ る監 査基
準 の発展 も歴 史 的 には浅 い ものであ り，そ の制定 は1930 年 代に起 った一 つ の
事 件を契 機 に始 まった とい われ る。 そ の事件 とは,   Mckesson  &   Robbins
会 社事件 で あ り,   Carey の言葉を 借 り れ ぼ ， 監 査 の 危 機 （A Crisis inAuditing
）であ ったぴ。 本 論 では ， ア ノリ カの監査 基 準 制定 の契 機 にな っ た
こ0 事 件を 中心 に ，監 査基 準 判定 の過 程を考 察 し てい く。






用 を規 制す る原 則 であ り，監 査報 告基 準 は ，監 査報告 書 の記 載 要件 を規 律す
る原 則 であ る。 監査 基準 の設定 理 由 とし て一 つに は 次 の よ うに 述べ ら れてい
る％ 「監 査を実 施 す るに当 り選 択 適用 され る監査 手 続 は ， 企業 の事情 に よ
り異 な る ものであ って，一 律に これ へ規定 す るこ とは不 可能 であ り，監査 人
の判断 に まつ と ころ が大 であ る。 しか し な が ら監 査 の能 力 と経 験は 個 々の監
査 人に よって差 異 かお るか ら，一 切を あげ て監 査人 の自 由に委 ね る ことは，
必 ずし も社 会的 信 用を がち うる所 以 で はな い。 そ れ と同時 に又 監 査 の実 施に
関 して は公正 妥 当な 任務 の限 界を 明 らか に しなけ れ ば ，徒 らに監査 人 の責 任
を 過重 な らし め る結果 と もな る。 従 って ，監 査に対 す る信 頼 性を 高め るとと
もに， 任務 の範 囲を限 定 す るた め， 監査 人 の判断 を 規 制 すべ き一定 の基準を
設け て ， これを 遵守 せし め る ことが 必要 であ る。」　
こ の文 章 の中 で も見 られ る監 査 の基準 と手 続 の区 別は ど の ように 考 えら れ
る のか 。AICPA の 一 般 に認 め られた 監 査基 準 （general accepted auditingstandards
） で は ， 次 の よ うに述 べ られ てい る‰ 「監査 基 準 は，監 査手続 と
は相違 す る。 すな わち手 続 は遂行 さ るべ き行為 に関 す る も のであ るが ， これ
に対 し て基準 は これら行為 の遂 行 の資 格 の標 準 と，採用 され た手 続 の使用 に。
よって達 成 され るべ き 目標 とを取 扱 うも のであ る。 監査 手 続 と区 別 され る監T
査基 準 は ，監査 人 の専門 的 な資 格に関 与 す るだ け でな く，検 査 の遂行 及び報
告 におけ る監査 人 に よって及 ぼ され る判断 に も関与 す る。（auditing standardsdiffer from auditing procedures in that procedures relate to
acts to be performed,
whereas　standards　deal　with measures of　the quality of the performance of
those acts and the objectives to be attained^by the use of the procedures undertak-en. Auditing standards as distinct from auditing procedures concern themselves.not only
with the anditor's professional qualities but also with the judgement
exercised by him in the performance of his e χamination and in his report.）」
監 査 の「基 準 」（standards) とい う語 は,   1940年 代に 入 って造 られた も の=・
であ り，そ れ以前 に はなか った のであ る。 基 準 とい う用 語 が新 し ぐ造 られた
のは ，一つ の事件を契 機 にし てであ り， そ の事件 の生 起 す る背 景に そ の理 財
を 求 め なけ れば な らない。　AIA
は,  1936年 「独 立公共 会 計士 に よ る財 務 諸表 の 検査」（Examinationof Financial Statements by　Independent Public　Accuntants
）を ，1917 年 の監T
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査手続に関する公報の第二改訂版として公表した。この1936年公報は，財務
諸表の意義と限界， 監査人め広義の責任を論 じ， 有効な内部統制制度（ef-fective systems
of internal control）におく信頼の適否を強調していた。これ
らの論述は，証券取引委員会（Securities and Exchange Commission SEC ）とAIA
とが密接に協力した結果でありい これまで欠けていた監査のための概












かかる意見の相違の結果として,  1936年の公報は,棚卸資産の立会照査（phy-sical checking












責任ある人たちによって，署名され（to be signed or initiated）ていること
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を見ざわめよ。……棚卸高を，もし記帳されてあれば在庫品記録（the stockrecords












それは,  Mckesson  &  Robbins 会社の虚偽の発覚を契機とするのである。
注
1） 「大蔵省企業会計審議会中間報告」昭和31年12月。2
）AICPA ，Codification of Statements on  Auditing  Standards,  1977,   p. 9.3
）　Carey, op.　cit., p. 21.4
）Michael Chatfield ， A‥History of  AccountinぶドThought,   1974,   p. 135. 津阻
・加藤訳『チ ャドフィールド会計思想史』173百。5
） 中西旭『監査原論』123－127 頁。6
）Carey,  op. cit., p. 22.
三　Mckesson  &  Robbins 事件　1938






年末の棚卸資産は100 万ドルも増加していたのであ る。 疑念をもった
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は， 製薬原料の在庫が実際に存在する証拠を経営陣が提出する
まで,  300万ドルの社債の承認を拒否した‰Mckesson   &  Robbins の 事
件はこれを契機に明るみに出たのである。　1934
年の証券取引所法（Securities and Exchange Act ） によって，1939 年1






 &  Robbins 事件のSEC によって明らかにされた事実経過は







ドル， 銀行預金75,000 ドルからなり， それらは,    Mckesson   &Robbins






ドルに増加していた。虚偽は，1926 年11 月にGirard  &  Co. との合併以来，Mckesson
 &  Robbins の社長Frank Donald Coster によって工作されて
いた。現実には，Coster はPhilip M. Musica であり，後者の名前で商
業詐欺（commercial　frauds）で有罪とされていた。虚偽を実行するに当り，Coster
は後年には主に彼の三人の兄弟を手伝わせたのである。 George E ，Dietrich,
同社の財務部長補佐（assistant treasurer）であり，本名はGeorge 。
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Musi（a, Robert  J. Dietrich, Bridgeport のMckesson   &  Robbins の




詐欺（deception）を成し遂げるため，仕入は,   Mckesson の諸会社によ
って，5 つのカナダの売り主からなされたようにし，それら売り主はその後Mckesson
の勘定のため， 彼らの倉庫に商品を保管しているようにみせか
けた。売上は,  Mckesson の勘定のためw. w. Smith &  Co. によって
行なわれたようにみせ，商品は後者によって直接カナダの売り主から得意先
こへ発送しているようにした。仕入代金の支払と売上代金の回収 は,   Mckes-son
の勘定のため，Manning  &  Co. というMontreal の銀行業者によっ
て行なわれているようにした。　w. w. Smith &




に使用されたのである。　これらの書類作成に加えで,   Smith　と　Manning
との一連の契約や保証そしてSmith に関する偽造信用報告が使用された。
鴇品が売却されたと仮定された外国会社は実際に存在していたが,   McKes-son
によって表明されたような事業は何ら行なわていなかった。　
架空の取引は,  1923年1 月31日に会社組織にされたCoster の前の会社で
あるGirard  &  Co.　の存在中の初期に源を発しており，上述の金額に達す
るまで増加して行ったわけであった。」　
結果として，Coster とその一派は，12年間の間に,   Mckesson   &   Rob-bins 
会社から約290万ドルも私消していたのである。　1939
年2 月30日の公聴会において，12名の会計専門職（accounting profes-sion
）が証人として呼ばれ,  SEC 側の主任会計士William w. Werntz に














れ，製造原料販売の記録は継続棚卸記録（perpetual inventory records） と得
意先への送り状及び船荷通知状（shipping advices） すべて偽造であった
-一 に対して試査されていた5)」のである。　このように,  Mckesson  &  Rob-bins




1）Chatfield,  op. cit., p. 135・ 前掲書，173頁。2
）　SEC, Accounting Series Releases, No.  19,   pp. 26-273
）　ibid・，pp.　28-294
）James Don. Edwards,  History of Public Accounting in the United States,　1978,
   p.  165.5
）Chatfield，op.　dt., p.  136,前掲書，173頁。
：　四　Mckesson  &  Robfoins 事件に関するSEC の結論　Price,
   Waterhouse 会計事務所の監査手続について，特に1936年公報に
おいて議論の余地があったとされる棚卸資産及び受取勘定についての監査手
続に関して,   SEC は次のように述べている1)。　受取勘定について，「全体




し て いた 。 しか し なが ら ，こ の事 件 の諸事実 は， 『実 践的 か つ 合理 的 であ る・
場 合 は常 に そし て受 取手 形 と売 掛金 の合 計が企業 の流 動 資産 又 は総 資産 の相
当 部分 を 表示 す る場 合に は（wherever practicable and reasonable, and wherethe aggregate amount of notes and accounts receivable represents a significantproportion of the current assets or of the total assets
of a concern ）』必要な
手 続 とし て受 取 手 形及 び売 掛金 の確 認を以 後採 用 す る際 に ，確 認 の効 用と専
門 職 の知 恵 （the utility of circularization and the wisdom of the profession ）
を 論 証し てい る のであ る。」　
棚卸 資産 に つ い て， 「棚卸資 産 の検 証 のため のPrice,  Waterhouse 会計
事務 所 の監査 計 画 は，本質 的 に，当 時 の一般 に認 め られ た監 査実 務 に よって
規定 され た も のであ った 。し かし な が ら，相当 の意見 の差 異 が， 数量 ，質 及
び状 態 の物的 検証 に関し て監査人 の義務 と責任 の範 囲に つ い て ， こ の期間 に
会 計士 の間に あ っ た と我 々は考え る。 Price, Waterhouse は ，多 くの専 門
職 と同 様 に ，棚 卸資産 の数量 ，質 及 び状 態 の検証 は 記録 に限 定 さ れ るべき で
あ る とい う立 場 を とっ ていた 。し かし な がら ，監査 人 は ， 試 査に ょ ってか ，
棚 卸 の立 会に よっ てか ， これ らの方法 の組合 せに よ るか （by test counts, byobservation of　the inventory taking, or by
a combination of these methods ）
し て ，棚卸 資 産 との物的 接 触を得 るべ き であ る とい う， 我 々 が是 認 す る見解
を 支持 す る等 し く権威 あ る意見 七 もつ多 くの人 々 がい た 。 棚 卸資 産 の慎重 な
検 証 は， こ の事 件 では √虚 偽を 発見 す るた めに 必 要 とさ れ なか った 。そ れ故。Price,
   Waterhouse　 会計 事務所 の見解 の下 でさ え ，実 際 に 棚卸を 行 なった
従業 員 の調査 を なし ， 依頼人 に よって表 明さ れた 通 り の 棚卸 資産 が存 在した
か 否か を実 査（inspection）に よっ て決定 で きなか った こ とを ， 他 の会計士 が
大 目に見 るであ ろ うこと は，我 々に は不 満足 な こ とであ る。我 々は ，依頼人
の棚卸 資産 と の物的接 触 を要 求 す る手 続を 通常 な （normal ） もの とし て以 後
採 用 す るさい 会計 専 門職 の行 為に委 ね るものであ る。」　
そ七 て さ らにSEC の結 論は次 の よ うに 続 くへ 「記 録 ， 専門的 証 人 の証
言及 び認 め られ た権威 あ る文献 に よって 明らか に さ れた 事実 に基づ く我 々 の
結論 は,   Price, Waterhouse 会 計 事務所 に よっ て遂 行 された 監 査は ，大体
は ，範 囲 と用 い ら れた手 続 に関し て，Girard-Mckesson 契 約 の期間 に必須
























表(comprehensive and dependable  financial statements to investors）の表示lこ
関する通常の監査手続として認められるべきである，とい うのが我々の意見
である。」　SEC







しかしながら,   Price, Waterhouse 会計事務所は，1933 年1 月1 日以降Mckesson
 &  Robbins 会社より受領した監査手数料を同会社に返済してい
るのである。 1940年11月,  Mckesson  &  Robbins 会社の管財人であるWil-liam Wardall 
に次のような書簡を送付した4)。「貴兄は， 同会社から横領
す る謀議に加かった債務者たる前社長，その三人の兄弟及び他の人たちの虚
偽 と不正に関して,  Mckesson  &  Robbins 会社，前社長そして前任者及び
子 会社によって受けた損失を我々に通知してきました。 貴兄 は ま た,   Me-kesson
 &   Robbins 会社の役員や取締役のあるものは虚偽の存在を発見す
るごとができなかったことに，義務の遂行上怠慢であ り，それ故に，それに
よって生じた損失に法的に責任を有するかもしれないと，公言してきました。
独立公共会計士として，我々もまた,   Mckesson   &    Robbins 会社 の帳簿
や記録に関する我々の検査が，かかる虚偽，不正及び損失を開示しえなかっ
た とい う事実によって，かかる損失に責任を有するかもしれないという貴兄
の主張を共に議論してきた。我々がすでに貴兄に通知してきたように,   Me-kesson







 &  Robbins の役員の明確な指令がなければ着手され得なかった。役





我々は怠慢な行為又は不作為の罪（guilty of any negligent act or omission）
はなかったし， あるいはその逆に間違い心していなかったが，我々はMe-kesson
 &  Robbins 会社が犠牲者（victims）であったと同じ虚偽の犠牲者で
あ ったとい うことが，我々の立場である。さらに，当該の損失に関して我々
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に責任 を 負わ せ ようとす る如 何 な る訴 訟 におい て 乱　この立 場 は維 持 され る，
も0 と我 々は 信じ てい る。 Mckesson   &    Robbins 会社 の前 社 長 らに よっ
て欺 まされた 虚 偽 の結果 とし て,   Mckesson  &  Robbins 会 社 の種 々 の財 務こ
諸表は ，財政状 態 と経 営 成 績（their position and the results of their operations)
を公正に（fairly）に表 示 し てい る とい う趣 旨 の意見を 我 々は表 明し てき た。
虚偽 の発見 に伴 っ て， こ れら の 意見 が誤 りであ る と判 明し た 。十 分 な配 慮 と
高度 の専 門的な 基 準に 従 っ て業 務を 遂行 した 後 に意見 は誠 実 に与 えられ た ，
とい う事実 に もか かわ らず ，我 々 は進 んで ，1933 年1 月1 日以 降 のかか るす
べ ての意見 に よって受 領し た 総 額522,402 ドル29 セン トを 返 済す るこ とを 収
し出 る。」　Price,
 Waterhouse 会計 事 務所 は,   Mckesson  &   Robbins 会社 の監 査
におい ては，当 時一 般 に 認 め られた 監 査手 続に従 って監 査を 実施 し た こ とは,．SEC
の公 聴会 の証 言 にお い て も 明らか な ことであ った。　し か し なが ら ，SEC
のMckesson   &    Robbins 事件 に関 す る結論 にあ るご と く，Price,Waterhouse
会 計事務 所 の側 に も十 分 な る配慮 が欠け てい た と も 言 え る のJ
であろ う。そ のた め に こそ ，監 査手 数 料 の返 済を 申し 出ざ るを 得 なか った の
であ ろ うし ，そ れ以 上 に ，監 査手 数 料 の返 済 とい う出 来 事 自体 が ，当時 の会
計専 門職に与 えた影 響 は重 大 な こ とであ った こ とは， 想 像す るに 困難 な こ と
ではない。 Demond は ， 「Coster-Musica の話 は，会 計 専門 職 のもつ限 界
と経営 者だ ち とに よる絶 え る こ と のない 実地練 習0 一 つ（one of ceaseless.experimentation with the limitations of accountancy and
directorships）であご
った 門 と述 べ てい る。　
ところ で， 事件 の中心 人物 であ るF. D. Coster す な わち，Philip Musiac
は,  1938年12 月16 日午 後 ，逮 捕直 前 に 自殺した 。 自殺 す る直 前 に彼 は，Mor-will Goddard 
の “What interests People and Why ” とい う本を 読 んで
お り， 次 の文 章 に線 か引 か れて いた とい う6）。 「大 衆 が知 らさ れた こ とのな
い 真実 とは，大 制度 の複 雑 な財 務 は，十 分 に チ ェ ック され得 る ので ど の取 引
乱 過度 の時 間 と費 用 を除 け ば ，検 証 され る とい う実 践的 シ ス テ ムが これ ま
で考案さ れた こ とが ない ， とい うこ とであ る（The truth, which the publichas never been told, is that no practical system has ever been
devised by which
the　complicated finances of a large　insititution can be throughly　checked so　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●
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SEC,  op.　cit., pp 31 －32ibid.,
 pp.　34-35The Journal
 of Accountancy ，1940,   p. 95 Findings and opinions.c. w. DeMond, Price,
  Waterh∂use &  Co.  in America,   1980, pp. 272-273.Edwards,
 op.　cit., pp. 166－167.DeMond
，op. cit., p. 262.ibid.,
 p.　262.
五　監査基準の制定　Mckesson
 &  Robbins 事件を契機にAIA は，1936 年公報の見直しをす











〔の手続〕が一般に認められた監査手続（generally accepted auditing procedure)
であるべきである。　





















による勧告， すなわち「監査手続の拡張」 は，SEC によるMe-kesson
 &  Robbins 事件の裁定前に公表されたものであり，SEC のこの事
件0 結論でも述べられているように，会計諸団体の努力がここに示されたも
のといえるのである。　1939
年AIA の年次大会における講演の中で，Mckesson  &  Robbins 事










かを，開陳しなければな ら な い（The accountant certificates……shall statethat whether the audit was
made in accordance with generally accepted aud-
iting standards applicable in the circumstances）」と規定し，さらに，「本委
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員 会 め解釈 に従 えば ，一 般 に認 め られた 監査 基 準（generally accepted audit-ing standards
） とは ，単 に一 般 に認 め られた通 常 の手続（generally recognizednormal auditing procedures
） が 使用 され る ことのみ では な く ， さ らに この手
続が 適当に訓 練 さ れた 者 に より職業 的 能力 を もっ て適用 さ れ る こ とであ る」
と の解 説 がSEC よ り示 さ れた がレSEC とA  I A と の論義 か ら， 次 の よ う
な見 解が示 され ， 「監 査 基準 は，監 査 手 続に よう て得 ら れる証 拠 の性質 と範
囲を 規 制す る監査 の根 本 原 則 と みなす こ とがで きる（Auditing standards maybe regarded as the underlying principles of auditing which control the
nature
and extent of the evidence to be obtained by means of auditing procedures ）」
とし て，監査 基準 と監 査手 続 の区 別が 強 調 され るこ とにな った の であ る‰　1947
年AIA は ，「監 査 基 準試 案」（Tentative Statement of Auditing Stand-ards-Their Generally Accepted Significance and Scope
）を 公 表 した 。そ の序
文 には 次 の よう に 述べ られ てい る4‰　　　　　　
■　　■　　　　　　　　　　　■
「監 査 基準はレ 監査 手 続 と区 別 され るべ き も のとい え よ う。 後 者は 遂行 さ
れ るべ き行為 に 関す るも ので あ るが ， これに対 し て前 者 は これ ら行 為 の遂行
の資 格 の標準 と，採用 さ れた手 続 の使 用 におい て達 成 され るべ き 目標 とを 取
扱 うも のであ る（Auditing standards may be said to be differentiated fromauditing procedures in that the latter relate to acts to be performed, whereasthe former deal with measures　of the quality of the performance of thoseacts,
 and the objectives to be attained in the employment　of　the　proceduresundertaken
）」　
こ の序文 は,  AICPA の現 在 の文章 とはほ とん ど同 じ もので あ る と考え て
良い ものであ る。 AIA は，こ の試 案 で 監査基 準を ，一 般 基準 （general stand-ards
）， 実施 基 準（standards of field work ）, そし て報 告基 準 （standards ofreporting
） に区 別 し て お り， こ の試案 自体は ，翌 年 の1948 年AIA の年 次大
会にお い て承認 され ，一 般 に認 め られ た監 査基 準 （Generally Accepted Aud ・iting
Standards-Their Significance and Scope ）とし て公 けに さ れ る ことに な
る。 この一般 に認 め られた 監 査基 準 は,  1949年 に報 告基 準 に一 項 を 付加し ，
現在 のAICPA の監 査基 準 と して成 立 す る ことにな る ‰
注
1） 中西旭，前 掲書,   142頁 。
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）　Carey, op.　cit., p.  147.3
） 中西旭， 前掲書,   28頁。4
）　Carey, op, cit., p.  148.5
）1947 年試案 と現在 の監査 基準 と対照 して表示 するこ とで， 監査基準 の本質の変
動 の無さを明 確に してお く。
1947年 試案
一般基準（General Standards ）
（1） 専門的能力 の原 則　The　e
χamination is to be per-formed by　a person　or　personshaving　adequ
・ete technical train-ing and proficiency as an auditor
（2） 独立 性の原則　In　all matters relating to theassignment,
  an　independence　inmental　attitude　is to be main
・tained
by the auditor or auditors
（3） 正当 な注意 の原則Due professional care is to
   beexercised
in the performance of
the eχamination and　the prepa-ration of the report　
実施基 準 （Standards of Field　work
）(1
）計画性 の原則　The　work is to be adequatelyplanned and assistants,
 if any, areto be properly
supervised.
②　 内部 統制信頼性 測定 の原則　There is
to be a proper　study
and evaluation of the e χisting in-ternal control as a
basis for reli-
ance　there on a ・nd for the deter-mination of the　resulant　e
χtentof　the　tests
to　which　auditing
procedures are to be restricted.








Sufficient, Competent evidentialmatter is to be obtained throughinspection,
 observation,  inquiries,and confirmations to afford a rea
・sonable
basis for an opinion reg-
arding　the　financial　statements
under examination　
報告 基準(Standards of reporting)(1)
会計原則準 拠に関 する報 告の原
則　
The report shall state whether
the financial statements are pre-
sented in　accordance　with　gen-
erally accepted principles of Ac-
counting
(2) 継 続適用に関す る報告 の原 則　The
report shall state whether
such　principles have been consi-
stently observed　in　the　current ・period
in relation to the preceding
period.









（4) 意見表 明， 意見 差控の場合は
理 由表 示，お よび，検 査 の概要




ments,  takien as a whole, or anassertion　to the effect that onopinion　cannot　be
expressed.
when an overall opinion cannot
be expressed, the reasons there ・
中西旭，前 掲書，30-33 頁 。Carey,
 op. cit., pp.   148-149.AICPA,
 op.　cit.，pp. 9-10.
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for should‘be stated in all caseswhere an auditor's name is as-sociated with　financial
state-
merits,   the report should con-tain　a　clear-cut　indication　ofthe　character　of the auditor'sexamination,
















じような展開がみられたといっても過言ではない。 AIA は，Mckesson  &Ribbins
事 件 において，SEC 報告が出た後に，SEC との共同作業によ












1）Editorial,   The Journal  of Accountancy, Jan. 1941 ，p. 3
